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はじめに 
 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「次世代高効率ネット

ワークデバイス技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成

２４年９月６日）、及び現地調査会（平成２４年９月５日））において策定した

評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２

条の規定に基づき、第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日）にて、

その評価結果について報告するものである。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６―１より抜粋） 
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 「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、情報通信社会の急速な発展にともなう通信トラヒックの

増大に対応したネットワークシステムの高速化と低消費電力化を目指したもの

である。これら革新的な光技術開発では、常に技術の高度化が要求され、広範

な学術的知見と先端的設備を必要とするため、民間の組織単独では十分な成果

を得ることが困難であることから、本プロジェクトは、NEDO の事業として妥

当である。プロジェクトリーダーのリーダーシップのもと、多数の機関がうま

く連携し、設定された 終目標を、全ての個別テーマにおいて達成したことは

高く評価できる。また、開発された 100Gbps （25Gbpsx4） 超小型トランシー

バ、光バックプレーン、LAN/WAN 間大容量信号変換、40Gbps シリアル光トラ

ンシーバなどのモジュール部品や LSI では、すでに実用化が進行中であったり、

高い完成度と技術優位性から近い将来の実用化が期待される。 
 一方、実用化時期については、かなり幅のある開発テーマが混在しており、

一部の開発テーマは、学術的には極めて高く評価できる内容であるものの、実

用化時期が不透明なものもある。 
 
２）今後に対する提言 
プロジェクトのメンバーは、大学とメーカーの研究開発部門が主体であるが、

プロジェクトの有用性を向上させるには、事業サイドである企画、マーケティ

ングといった市場における競争実態や顧客動向を熟知したメンバーを加えるこ

とが大切である。 
本プロジェクトの個々の成果をさらに発展させ、競合他技術とも比較して優

位性を明確にし、競争力を高めるとともに、応用を拡大する努力を今後も続け

て頂きたい。また、本プロジェクトでは、一つの商用製品を考えた場合に、そ

の製品の要素技術ごとに異なる機関が担当したものもあるため、今後の実用化

に関しても、機関同士がうまく連携して推進することが望まれる。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
光通信技術は日本の「お家芸」であったが、近年、その優位性が蔭ってきた。

本プロジェクトは、社会インフラとしてのネットワークシステムの高速化と低

消費電力化を目指す極めて公共性の高い研究開発事業である。よって、国家的

規模の有機的連携で総合的・組織的に取組む必要性がある。また、内外の技術

開発動向、国際競争力の確保、国際貢献の可能性などから鑑みても、研究開発

の各々の項目は広範な学術的経験と高度な先端的設備を必要とし、高い開発目

標にチャレンジするリスクのある内容となるため、民間の組織単独では、十分

な成果を得ることは困難と考えられることから、NEDO が支援する開発事業と

しては、妥当である。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発目標は、内外の技術動向、市場動向などを踏まえて、戦略的目標が

設定されており、個々のテーマに関しても可能な限り具体的に定量的に設定さ

れている。また、実施体制は先行プロジェクトの成果と経験を活用できるグル

ープから組織された強力な体制であり、優れたリーダーシップを有するプロジ

ェクトリーダ・サブリーダのもと、デバイス研究からシステム開発までを統括

し、綿密で有機的な分担連携による事業推進がなされた。加速財源の活用によ

り、前倒し目標達成や、標準化活動の強力な推進がなされたことは高く評価で

き、IEEE 標準規格正式採用や ITU-T 標準化が得られたことは特筆に値する。 
一方で、複数企業での連携の開発課題について、その実用化の道筋が見えに

くい部分もあった。また、当該事業で想定した適用分野・アプリケーションは

ニッチ過ぎるきらいがあり、もっと世界の主戦場である分野（WAN）も含め、

その分野での専業メーカーを巻き込むべきであったと考えられる。 
 
３）研究開発成果について 
設定された 終目標は、全ての個別テーマにおいて数値目標を含めて達成さ

れており、世界 高レベルの光トランシーバモジュールの開発など、世界初の

デバイス実現やトップデータ達成、実用的なデバイス・システムの実現と実証

も多数含まれている。一部は、実用化への基盤が確定した成果も得られており、

開発された幾つかのデバイスは早期の実用化の可能性もある。また、知的財産

権などの取扱は、事業戦略や実用化計画に沿って国内外に適切に行われており、

得られた研究開発の成果に基づく国際標準化に向けた提案などの取組も適切に

行われている。本技術開発の成果をさらに発展させ、競合他技術とも比較して

優位性を明確にし、競争力を高める努力を今後も続けて頂きたい。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 
システム化のための共通基盤であるデバイス技術、モジュール技術に関して、

小型化、高速化、低消費電力化に係る 終目標を達成しており、得られた成果

や性能の優秀さ、および標準化獲得状況などから、プロジェクト終了後の継続

開発を含めて、実用化、事業化に向けた基盤は確立できたと判断される。40Gbps
の CMOS チップセット開発や LAN/WAN 間大容量信号変換技術などに関して

は、すでに具体的な実用化開発に移行しており、高く評価できる。次世代光イ

ーサネット規格（100GbE（25Gbps×4ch）、40GbE シリアル、OTU3e）に関

する標準化活動を推進し、国際規格化など、標準整備に貢献しており、事業化

までの道筋についても、プロジェクト終了後の継続開発を含め妥当である。 
一方、スーパーハイビジョン配信関連の研究項目や、SFQ ベース・リアルタ

イムオシロに関しては、早期の実用化の見通しが見えない。 
 
 



 

 

11 

個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化、事業化の見通し 
に関する評価 

今後に対する提言 

大 規 模

エ ッ ジ

ル ー タ

シ ス テ

ム 関 連

技術 

超高速・省電力面出射型 DFB レ

ーザーアレイや集積光受信機、高速

直接変調量子ドットレーザなどの

多くの省電力高性能要素デバイス

技術、およびトラヒック分析装置の

試作、SFQ 高速 ADC によるリア

ルタイム波形観測実証など、特色あ

る計測・モニタ技術に関して、学術

的に高度な成果、新デバイス創製や

トップデータ達成を含む優れた成

果が多数得られ、設定された 終目

標を達成している。特に、世界 小

となる 14×9×5.3mm の超小型

100Gbps（25Gbps×4ch）光トラ

ンシーバ（従来比 90%の省電力化）

や光バックプレーン搭載ルータの

実証など、実用的観点から極めて重

要な成果が得られ、世界的にも高い

レベルの技術開発に成功している。

様々な要素技術について、実用化可能

なレベルの研究開発に成功している。特

に、100Gbps （25Gbpsx4） の超小型

トランシーバや光バックプレーンは技

術の完成度も高く、技術的にも優位性を

持ったモジュール部品である。IEEE 標

準規格正式採用もなされているので普

及が期待されるが、量産技術の開発を含

め、競争力をさらに高めるための努力を

続けて貰いたい。また、トラヒック計

測・分析技術やスケーラブルルータ管理

技術についても、ルータの一部として近

い将来の実用化が期待される。 
一方で、中長期的テーマである SFQ

ベース・リアルタイムオシロは技術的に

は目標以上の性能を達成しているが、実

用化・事業化にかなりの距離がある。今

後の研究開発の中で、実用化を目指した

活動をさらに行うよう期待する。 

個別のデバイス、モジュールの

技術基盤は確立できており、これ

らを用いて大規模エッジルータと

してシステム化するための道筋を

明確化して、継続的に研究開発を

行うことが望まれる。また、トラ

ヒックモニタリング技術について

は 40Gbps での目標達成で満足す

ることなく、新開発デバイスの次

世代トラヒックモニタへの応用な

ど、さらなる高度化やスケーラビ

リティ実証の努力を続けて頂きた

い。 
SFQ ベース・リアルタイムオシ

ロについては、5 ビット SFQ 高速

AD コンバータによって 終目標

の 2 倍の 100GS/s 波形観測を実現

し、10GHz 電気信号および光信号

の波形観測に成功しているが、既



 

 

12 

また、100Gbps イーサネット IEEE
標準規格正式採用の成果も得られ

ており、高く評価できる。 
中長期的なテーマについては、中

長期的な評価が必要であり、今後も

技術開発とともに、実用化・事業化

も見据えた活動を行っていただく

よう希望する。 
 

 

 
 

存技術に比べての優位性と極限性

能を明確にするための基礎研究を

継続して、計測器としての早期実

用化が望まれる。 
量子ドットレーザについては、

温度安定・高速直接変調レーザと

しての期待が高く、70℃までの温

度安定 25Gbps 動作を達成してい

るが、 終目標である動作温度

85℃の早期達成ならびに先行者利

益の確保が望まれる。 
 

 
超 高 速

光 LAN
－ SAN
関 連 技

術 

ハイブリッド集積 ISBT 全光ス

イッチ、高効率半導体光増幅器アレ

イ、超高速直接変調レーザ、ダイナ

ミックレンジ拡大波長変換器など、

多くの超高速要素デバイス技術、超

小型 40Gbps シリアル光トランシ

ーバ実現、同トランシーバと集積型

ISBT 全 光 ス イ ッ チ を 用 い た

172Gbps OTDM 伝送の実現と光

LAN-SAN 動作などのシステム化

LAN/WAN 間大容量信号変換では、

いち早く開発した LSI をマーケットに

投入し、すでに事業化が進行している。

ITU-T の文書化にも成功し、事業規模

はそれほど大きくないが、 も順調に事

業化が進んでいる。40Gbps シリアル光

トランシーバについては、技術的な完成

度も高く、事業化までの道筋が明確化さ

れており、事業化が可能ではないかと考

える。 

スーパーハイビジョン信号の光

LAN-SAN システムへの収容技術

を開発し、光 LAN-SAN システム

上での配信および切り替え実験に

成功したことは、次世代の超高速

大容量ネットワークの研究開発に

弾みをつけるものであるが、今後、

2020 年頃の試験放送開始までに

はまだ時間があるため、どのよう

に発展させていくのかを十分に検
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技術に関し、学術的に高度で新規性

のある成果や新機能デバイスの実

現、さらにはトップデータ達成を含

む優れた成果が多数得られている。

特に、40Gbps シリアル光トランシ

ーバの小型化（従来比 1/6 以下）・

省電力化（従来比 1/3 以下）と、

40Gbps  LAN-WAN 間大容量信

号変換技術に関する ITU-T 標準化

の成功など、実用化への基盤が確定

した成果を得るとともに、事業化を

踏まえた普及展示活動を戦略的に

進めていることは高く評価できる。

しかしながら、本技術開発の

OTDM 方式と既存技術を適用でき

る WDM 方式の比較および将来の

OTDM-WDM 併用技術への発展な

どに関する検討がやや不十分であ

る。 
 

一方、リング共振器を用いた波長可変

レーザは、高い性能を実現しており、研

究目標も前倒しで実施されたが、実用化

の見通しが必ずしも明確に提示されて

いない。また、160Gbit/s OTDM 伝送

方式を用いたスーパーハイビジョン配

信の早期実用化の具体的なシナリオが

見えない。伝送速度（160Gbit/s）、多重

方式（OTDM）ともに、現在の技術開

発動向の主流から外れているが、そのよ

うな状況の中での成果展開のための戦

略が見えない。 
 
 

討して頂きたい。 
 

 



 

14 

評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A  A
２．研究開発マネジメントについて 2.3 A B  B B  B  A  B
３．研究開発成果について 2.6 A A A A B  B  B
４．実用化、事業化の見通しについて 2.0 B A B B  A  C  C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

2.0 

2.6 

2.3 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

大規模エッジルータシステム関連技術 

超高速光 LAN-SAN システム関連技術 

個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 
大規模エッジルータシステム関連開発 
 １．研究開発成果について 2.7 A A A A B A B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.1 B A A B A C C
超高速光 LAN-SAN システム関連技術 
 １．研究開発成果について 2.4 A A B A B B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.7 B B B B B C C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。  

2.1 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

1.7 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

〈判定基準〉 
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 

平均値 


